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今回の介護福祉セミナーは「今，求められる家
族介護者支援 介護職の役割の見直しと介護者
支援サービスのあり方を考える 」をテーマと
して開催しました。日本の介護保険制度は家族介
護を前提に制度設計がなされていますが，家族の
中で介護を担う人への支援が遅れているだけでは
なく，そうした家族介護者の実態も明確にされて
いるとは言えません。そこで今回は，白梅学園大
学に新しく設置される「家族・地域支援学科」へ
の構想も睨みながら，家庭の中で介護を担ってい
る子どもを含めた家族介護者の問題を取り上げる
こととしました。
前半に基調報告として，この分野の研究では日
本の先駆者である静岡大学の三富紀敬先生にご講
演いただき，後半では家族介護を担う団体の方々
にお越しいただきシンポジウムを開催しました。
以下，主な内容を報告します。
基調講演「イギリスにおける介護者支援政策」
三富紀敬（静岡大学人文学部経済科教授）
介護は社会保障の中でも新しい分野であるが，
18世紀から介護の存在が認められてきた。イギ
リスで 1881年に書かれた『ダーバーウィル家の
テス』で 10代で介護を担う子どもが描かれてい
る。しかし，ベバリッジ報告『社会保険および関
連サービス』（1942年）では，主婦が病気の場合
は，他の家族や隣人が代替すべきとして当時の家
政婦サービスを退けている。戦後，ようやく障害
者（児）の地域における暮らしと介護者に関する
調査研究が開始（1957年）される。当時，英国
には家政婦手当があったが給付に条件があり，独
身女性は給付対象ではなかった。これはおかしい
のではないかと，ウエブスターの投稿「忘れられ
た女性たち」（1963年），が書かれ，介護者支援
に関する初めての提起があった。こうした経過の
中，1965年に介護者団体が設立され，1967年に
初めて介護者支援の制度ができる。
英国政府の統計局は 1985年以降の国政調査を
含む継続的な介護者調査を行い，今日まで５年き
ざみで実施されている。2001年の国政調査で初
めて家族介護者の調査が実施された。
英国の介護者の定義は日本と異なる国際的に共
通の基準がある。要介護者には高齢者，障害児
（者），疾患を抱える者が，日常生活の援助の必要
な者として位置づけられている。また日常生活上
の援助の担い手としては，家族はもとより隣人や
友人も含まれる。そして介護を担う子ども（18
歳未満）の存在が認められている。そして政策的
な支援の対象になっている。
2000年の調査では，680万人の介護者がいると
されている。これは 16歳以上人口の 14％である。
介護時間では，週介護別に週 20時間以上 190万
人，週 50時間以上 109万人（2001年）で，これ
は医療・社会サービス職員 121万 6189人を上回っ
ている。またこれらの人の労働時間はフルタイム
で週平均 38時間であり，これも上回っている。
介護年数別に介護者のおよそ半数は５年以上の
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介護期間をもっている。介護者のいる家族は 500
万家族，５家族中１家族に相当する。毎日６千人
が新たに介護者化している。介護者化の可能性
は，女性 10人中７人，男性 10人中６人となって
いる。介護者は限られた経験ではなく，普遍的で
ある。
次に介護の負担と介護者への影響をみる。①週
20時間以上の介護者の労働率の低下（29～48％，
介護者外 62％，2001年），②所得源泉の変化と所
得水準の低下，基礎年金受給水準への影響が出る，
③同居の介護者の健康状態の悪化，④所得水準の
低下と追加支出に伴う食費や暖房費の削減，外出，
衣類の購入費等の支出の削減，⑤介護費用の支払
いのための貯蓄の取り崩しなどの影響が生じてく
る。
介護者をどのように支援していくのかについて，
ニーズ充足に２つの方法がある。１つは日本と同
様に，要介護者を対象にするサービスの給付と介
護負担の軽減である。２つには介護者を直接の対
象にするサービスの給付がある。これは日本には
ない。
介護を担う子どもの発見と調査研究は，1982
年に多発性硬化症の若い母親からの英国介護者協
会への一本の電話から始まった。1983 年にかけ
てＴＶや新聞などで取り上げられるようになった。
研究者は介護者の中に子どもがいることは想定し
ていなかった。1988年に最初の２つの自治体の
調査とその後の大学での調査の蓄積があり，介護
を担う子どもの調査研究を拠り所にする政府提言
がなされ国際的な広がりとなった。
子どもの介護者化の要因とは，①親の片方もし
くは双方の疾病や障害の発症（身体障害がもっと
も多い），②一人親家族，特に母子家庭（介護を
担う家庭の８割が母子家庭）が大きい。要介護者
に対する社会サービスの給付状況としては，2001
年の国政調査で大よその結果が出た。約 17万 5
千人（18歳未満人口の 1.3％）でこれは過小では
ないかという評価もある。39万五千 200人，同
3.0％の推計もある。
介護を担う子どもの構成としては，①家事援助
68.3％，②与薬と衣類の着脱，移動の介助 47.8％，
③見守りや励まし 82.0％，④身体の清拭・排泄
の介助 17.8％，⑤弟や妹の保育 11.2％，⑥通訳
（移民してきた人で英語が話せないケース）や金
銭の支払い 5.4％となっている。介護の継続期間
では，最も多い「３年以上５年以下」の期間が
44％だった。
介護者化の子どもの影響としては，①家族の事
柄と受け止めることから，自ら他者に語ることは
ない。なぜなら介護は家族も問題であると本人が
思っているし，また学校の先生の理解もない。②
「冷たい自責の念」「介護の門限」と交友関係の希
薄化（介護を担う子ども達が気を使いながら介護
を行い，自らを責める），③その結果，友人関係
が崩れ，いじめの被害が増える，④週 20～50時
間介護を行う子どももあり，学校への遅刻や学力
の遅れが生じる（成人よりも影響が大きい），⑤
健康状態の悪化，などである。
介護者支援の開始と政策理念の変遷は３つの段
階に分けることができる。第一は介護者，特に女
性介護者がいるならば要介護者へのサービスを給
付しないという時期。ただし，介護者を対象とし
た所得控除と年金保険料の支払い猶予は 1967年
から実施された。第二は要介護者と介護者ニーズ
を考慮して両者にサービスを給付する時期。萌芽
的には 1986年法，1995年には，介護者専用のア
セスメントが実施されるようになった。この時期
まではあくまで介護者が介護を担えるように支援
するという時期である。第３に現在では，1995
年以降，介護者が社会的排除の状態にあるとして，
その社会的な包摂に向けて支援する時期である。
介護者の権利が制度に入ってきた。上述の介護
者のアセスメント請求権とサービス受給，②アセ
スメント請求権を介護者に伝える自治体の義務が
かせられることとなった。その後，「介護者支援
計画」の策定やサービス給付に当たって自治体各
部局はもとより医療機関あるいは学校等関係者と
の連携の推進がなされるようになる。一般開業医，
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国民保健サービスと介護者の確認，情報提供及び
助言などの業務である。例えばスコットランドで
は，国民保健サービスにおける「介護者情報計画」
を策定し，介護者であることを確認し，サポート
を実施したら点数がつき病院の収入にもなる。医
療従事者も介護者を支援するシステムができた。
アセスメントの結果に照らしたサービスの給付
の内容としては，介護者支援の多様な方法があり，
介護者の余暇活動，生涯学習の希望などを含むア
セスメントの項目がある。その結果，アセスメン
トを受けた介護者が増加している。
1993 年に英国介護者協会とコミュニティケア
誌による初めての体系的な提言がなされ，1995
年法による介護を担う子どもの法的な認知がなさ
れるようになる。これらの支援事業の目的として
は，①介護を担う子どもに関する意識の啓発，②
介護を担う子どものニーズの充足とサービス給付，
③公的機関，他の民間営利団体との共同である。
これらを元に以下の具体的な支援事業のサービス
が実施されている。①援助グループへの子どもの
参加とレクリエーション活動などの組織化，②情
報の提供，③子どもの話に耳を傾ける，④子ども
の自宅への訪問とサービス給付を含む状況の把握，
⑤介護を担う子どもに関する広く社会的な啓発。
学校に出向いて教職員向けに問題について啓発す
るなど。
支援事業に参加する子どもの規模については，
1992年の 27万人から，2007年には３万 625人へ
と拡大していると考えられる。約３万人（Ｓ．ベッ
カー）や２万５千人（保健省他）という推計もあ
る。子どもはもとより保護者による積極的な評価
がなされている。しかし，予算上も問題から支援
事業の課題としては，職員数および職員の雇用形
態，待機者名簿の存在と 19.1％という待機比率
の高さがある。
これに関わる民間非営利団体の役割は大きい。
介護者支援の重要な領域として，介護者の日常生
活の改善に関する支援が重要である。1999 年に
キングス・ファンドは介護者のニーズと支援の視
点について以下の点をあげている。①支援につい
て知る，②自らの心と体の健康を維持する，③介
護者と要介護者双方のためにより良いサービスを
受ける，④介護から離れて自分の時間を持つ，⑤
穏やかな心をもてるようにする，⑥介護技術の訓
練を含む支援を受ける，⑦経済的な安定を図る，
⑧望ましい方向にむけて要求を示す，などである。
これらをベースにした具体的な支援の方法につい
ては，介護者による支援センターなどの訪問，職
員による訪問，電話相談，メールやホームページ
あるいは「介護者ガイドブック」の利用，相談や
カウンセリング，介護者グループへの参加と運営，
介護技術の訓練，サービス申請の援助がある。
介護者と介護者支援に関する調査研究並びに政
策提言がなされ，政策決定に大きな役割を果たし
ている。自治体や国民保健サービスの介護者支援
計画策定しており，介護者団体や職員が参画し参
考文献でも積極的に民間団体が発表したものが使
用されている。また政府や議会の支援政策形成へ
の積極的な影響がある。「介護者のための全国戦
略」の策定委員会へ参画し，大きな役割を果たし，
諮問文書検討会議の各地における自主的な開催と
提言の策定を行っている。その他，民間非営利団
体の継続的かつ包括的な調査と政策提言を行って
いる。
これら介護者支援は北欧を含む国際的な広がり
を見せ，国際基準と言える。介護者に関する単独
立法を制定して支援を行なうイギリス以外の国に
は，アメリカ，アイルランド，ニュージーランド，
フランス，フィンランドなどがある。介護保険法
などの関連法規に介護者支援を明記して支援を行
なう国には，オーストラリア，ドイツ，オランダ，
スウエーデン，デンマークがある。国際連合，世
界保健機構，経済協力開発機構，などの国際諸機
関あるいは国際諸団体による介護者支援政策の早
くからの相次ぐ提起を行っている。
日本でも当然子どもの介護者がいることは明確
である。しかし，2008年に朝日新聞に掲載され
た事例では，中学生が 40歳の脳梗塞の母親を介
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護している家庭に，自治体は介護保険を適用しな
いと判断した。これが日本の現状である。
シンポジウム（敬称略）
荒川不二夫（荒川区男性介護者の会（オヤジの会））
小俣 晴子（練馬認知症の人と家族の会（ブーケ
の会））
小川 正明（全国障害者とともに歩む兄弟姉妹の
会（きょうだいの会））
森山千賀子（白梅学園短期大学保育科准教授）
荒川氏は，介護は「感情，本能を抑えて，知性，
愛情を持って愛しさを忘れず，くいのない人権と
尊厳を尊重して接することが大切」とされた。男
性介護者の難しさとして，家事の技術の問題，男
性が家事や介護を行うことに対する他人の目など
をあげられた。このような問題を解消するために，
男性介護者の会をつくり，家事能力の向上をすす
めるとともに，男性介護者間の交流をすすめてき
た事例が報告されました。
小俣氏は，認知症の家族の会として，認知症介
護の困難さを乗り越ようとする会のとりくみを報
告いただきました。家族会は介護者家族の当事者
組織であり，癒しの場であると同時に家族介護者
が成長する場であり，そのことで虐待や共倒れの
防止になり介護サービスの効率的利用の促進につ
ながっていることが報告されました。家族介護の
権利が尊重されることは認知症の人の権利の尊重
につながることであり，それが介護職の専門性の
尊重につながるのではないかとの課題提起があり
ました。
小川氏はきょうだいという家族介護者の立場か
ら報告がありました。介護は子育てから始まり，
きょうだいの子育ても平行して実施されるもので
あり，親ときょうだいの大変さには違いがあるこ
と。障害のあるきょうだいの介護が先行し，他の
きょうだいは親に甘えることができないこと。家
族を助けることが求められ，ややもするとそのきょ
うだいを愛することができない場合もあるなどの
心理的な影響があることが報告されました。その
意味では介護者のニーズと，当事者のニーズ，そ
してきょうだいのニーズは異なることが報告され，
家族には様々なパターンがあり，施策に柔軟性を
持たせること，ケアマネージャーの必要性が提起
されました。
森山氏からは，日本は男性介護者の割合が低く，
克服すべき課題であること。介護者が自分だけで
悩み，自らを責めており，これを防ぎ精神的な安
らぎを得るために当事者組織が重要であること。
英国においても兄弟介護者の研究が少ないこと。
家族介護者と専門職の役割分担を明確にし，専門
職が家族介護者支援を出来うるような政策が必要
であり，そのためにも専門職の労働条件の向上が
必要であることが提起されました。
今回のセミナーを通して，大きくは３点のこと
が明らかにされたように思います。第一点目とし
て，介護は高齢者介護だけがでなく全生涯に渡る
問題であり，子どもが親を介護することもそうで
あるし，保育も一種の介護といえるわけで，介護
を広く捉え，その専門性を追求する必要があるこ
と。第二に日本では家族介護者の発見が遅れてお
り，支援も遅れていること。第三に，これが最も
重要なことだと思いますが，現在の日本の介護は，
社会化されたものだけでは到底賄うことができず，
家族介護があることが前提となって政策も作成さ
れています。しかしながら，日本はその家族介護
者に対する支援策が不十分であり，その影響もあっ
て家族介護と専門職介護の垣根が曖昧にされてい
るように感じました。ここを明確にして，家族介
護者への支援を行なうことで，専門職介護の業務
内容を明確にすることができ，質の向上にもつな
がるのではなかと感じました。
（杉本 豊和）
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